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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 112,417 21.1 4,229 73.8 4,402 65.7 2,497 43.1
22年3月期第3四半期 92,841 △12.9 2,434 △3.3 2,656 0.7 1,745 4.0

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 154.43 ―

22年3月期第3四半期 107.91 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 77,295 38,239 49.5 2,364.28
22年3月期 64,981 36,579 56.3 2,261.63

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  38,239百万円 22年3月期  36,579百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00
23年3月期 ― 15.00 ―

23年3月期 
（予想）

25.00 40.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 153,000 18.8 5,000 99.9 5,100 83.1 2,850 54.8 176.21



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商
品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きは終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 16,174,000株 22年3月期  16,174,000株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  239株 22年3月期  156株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 16,173,793株 22年3月期3Q 16,173,844株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間における経済環境を概観しますと、欧州はギリシャなどの財政不安が払拭されず、米

国では個人消費に改善の兆しが見られましたが、失業率は高止まりし、住宅市場も底這いを続けております。中国

も中間層を中心とした個人消費の拡大や上海万博開催などによる経済効果により、力強い成長を続けましたが、不

動産バブルやインフレ懸念もあり、予断を許さない状況が続いております。 

 国内経済では、エコカー減税・エコポイント等の政府の補助金プログラムや記録的な猛暑の影響などの特需があ

り、個人消費は盛り上がりを見せましたが、年末にはその反動減が見られました。また、設備投資の過剰感は解消

されつつあるものの、円高や中国等との資源獲得競争の激化による資源高により、企業収益の圧迫が懸念されてお

ります。 

 エレクトロニクス業界におきましては、スマートフォンやタブレット型端末向けの電子部品は好調で、引き続き

高い成長や波及効果が期待されております。一方、パソコン向けは先進国などで在庫調整が懸念され始めました。

また、液晶テレビなどの家電向けも一時は品薄状態が続きましたが、政策支援終了後の失速が見込まれ、グローバ

ル競争が激化する中、事業環境は引き続き厳しい状況が続いております。 

 このような環境のもと、当社グループの売上高は、半導体部門では家電機器、情報機器及び車載向けが増加した

ことにより、前年同期比10.2％増の828億87百万円、情報機器部門では主力のハードディスクドライブが増加した

ことにより、同126.0％増の128億91百万円、その他に区分されている品目ではモジュール商内が堅調であったこと

により、同39.7％増の166億38百万円、この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は同21.1％増の1,124億17百

万円となりました。 

 利益面では、売上高の増加により、売上総利益は同28.0％増の129億49百万円、営業利益は同73.8％増の42億29

百万円となりました。経常利益は、持分法による投資利益が増加したこともあり、同65.7％増の44億２百万円とな

りました。その結果、当第３四半期純利益は同43.1％増の24億97百万円となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は772億95百万円となり、前連結会計年度末比123億13百万円の増加

となりました。主な要因は、売上債権の増加48億77百万円及びたな卸資産の増加87億８百万円によるものでありま

す。 

  なお、純資産は382億39百万円となり、前連結会計年度末比16億59百万円の増加となりました。主な要因は、利

益剰余金の増加20億12百万円によるものであります。 

  

（キャッシュ・フローの状況） 

  当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は16億31百万円となり、前連結会計年度末と比

較して55百万円の増加となりました。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は48億46百万円の支出（前年同期は81億32百万円の支出）となりまし

た。主な要因は、税金等調整前四半期純利益39億77百万円、売上債権の増加55億44百万円、仕入債務の増加66億75

百万円、たな卸資産の増加90億73百万円によるものであります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は５億94百万円の支出（前年同期は５億25百万円の支出）となりまし

た。主な要因は、無形固定資産の取得による支出５億17百万円によるものであります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は54億４百万円の収入（前年同期は87億96百万円の収入）となりまし

た。主な要因は、短期借入金の増加額59億48百万円及び配当金の支払額４億68百万円によるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年度３月期の連結業績予想につきましては、平成22年10月27日に公表いたしました連結業績予想に変更はあ

りません。  

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 簡便な会計処理  

 一般債権の貸倒見積高の算定方法  

 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒実績高を算定しております。  

  

  棚卸資産の評価方法 

  当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。  

  

  固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によ

っております。 

  

② 特有の会計処理  

 該当事項はありません。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は15百万円、税金等調整前四半期純利益は28

百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は１億８百万円でありま

す。  

  

② 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用  

 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）

を適用しておりますが、これによる影響額はございません。 

  

③ 表示方法の変更  

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。  

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。  

   

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,631 1,575

受取手形及び売掛金 42,052 37,175

商品 21,642 12,933

繰延税金資産 779 1,564

その他 2,684 3,917

貸倒引当金 △81 △45

流動資産合計 68,708 57,120

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 431 362

工具、器具及び備品（純額） 127 145

その他（純額） 19 35

有形固定資産合計 578 544

無形固定資産   

のれん 16 33

その他 1,657 1,518

無形固定資産合計 1,674 1,551

投資その他の資産   

投資有価証券 4,529 4,012

繰延税金資産 920 864

その他 885 889

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 6,333 5,764

固定資産合計 8,586 7,860

資産合計 77,295 64,981
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 19,043 12,875

短期借入金 13,863 8,134

未払法人税等 60 1,144

繰延税金負債 0 0

賞与引当金 524 586

補償損失引当金 76 －

受注損失引当金 28 57

資産除去債務 5 －

その他 2,459 3,138

流動負債合計 36,061 25,936

固定負債   

繰延税金負債 0 3

退職給付引当金 2,272 2,067

補償損失引当金 289 －

資産除去債務 116 －

その他 314 394

固定負債合計 2,994 2,465

負債合計 39,056 28,402

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,251 5,251

資本剰余金 4,767 4,767

利益剰余金 29,652 27,640

自己株式 △0 △0

株主資本合計 39,671 37,658

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △0 10

繰延ヘッジ損益 11 △8

為替換算調整勘定 △1,442 △1,081

評価・換算差額等合計 △1,431 △1,079

純資産合計 38,239 36,579

負債純資産合計 77,295 64,981
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 92,841 112,417

売上原価 82,727 99,467

売上総利益 10,114 12,949

販売費及び一般管理費   

貸倒引当金繰入額 － 36

従業員給料及び賞与 2,939 2,619

賞与引当金繰入額 247 887

退職給付費用 421 314

賃借料 789 673

その他 3,281 4,188

販売費及び一般管理費合計 7,680 8,720

営業利益 2,434 4,229

営業外収益   

受取利息 0 0

持分法による投資利益 337 611

その他 23 13

営業外収益合計 361 625

営業外費用   

支払利息 19 67

為替差損 95 350

その他 23 34

営業外費用合計 139 452

経常利益 2,656 4,402

特別利益   

前期損益修正益 60 －

投資有価証券売却益 － 2

貸倒引当金戻入額 10 －

補償損失引当金戻入額 20 －

特別利益合計 90 2

特別損失   

固定資産除却損 1 3

補償損失引当金繰入額 － 365

補償損失 － 21

ゴルフ会員権評価損 － 10

ゴルフ会員権売却損 － 4

退職特別加算金 8 4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12

事務所移転費用等 － 5

特別損失合計 9 427

税金等調整前四半期純利益 2,738 3,977

法人税、住民税及び事業税 933 752

法人税等調整額 59 727

法人税等合計 993 1,479

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,497

四半期純利益 1,745 2,497
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,738 3,977

減価償却費 167 429

のれん償却額 16 16

退職給付引当金の増減額（△は減少） 305 205

賞与引当金の増減額（△は減少） △82 △61

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 36

補償損失引当金の増減額（△は減少） △122 365

受注損失引当金の増減額（△は減少） － △28

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 19 67

持分法による投資損益（△は益） △337 △611

投資有価証券売却損益（△は益） － △2

固定資産除却損 1 3

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － 4

ゴルフ会員権評価損 － 10

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12

売上債権の増減額（△は増加） △11,884 △5,544

たな卸資産の増減額（△は増加） 506 △9,073

仕入債務の増減額（△は減少） 3,162 6,675

未収消費税等の増減額（△は増加） △214 △256

未払消費税等の増減額（△は減少） △78 －

その他 △683 887

小計 △6,488 △2,885

利息及び配当金の受取額 56 56

利息の支払額 △18 △68

法人税等の支払額 △1,682 △1,948

営業活動によるキャッシュ・フロー △8,132 △4,846

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △26 △87

無形固定資産の取得による支出 △511 △517

投資有価証券の取得による支出 － △5

投資有価証券の売却による収入 － 12

その他 13 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △525 △594

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 9,277 5,948

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △15 △75

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △466 △468

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,796 5,404

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9 92

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 128 55

現金及び現金同等物の期首残高 2,007 1,575

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,135 1,631
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 該当事項はありません。  

  

  

〔事業の種別別セグメント情報〕 

 前第３四半期連結累計期間において当社及び連結子会社は、電子部品・機器の販売事業の単一セグメントである

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

〔所在地別セグメント情報〕  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）  

（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

      ２．本邦以外の区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。  

         (1)アジア……シンガポール、香港、中国、タイ、インド、マレーシア 

          (2)北米………米国  

  

〔海外売上高〕  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）  

（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。  

   ２．各区分に属する国または地域の主たる内訳は次のとおりであります。  

    (1)アジア……香港、中国、シンガポール他  

    (2)北米………米国、カナダ他  

    (3)その他……チェコ、イスラエル他  

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円）
北米

（百万円）
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高            

  (1)外部顧客に対する売上高  66,356  26,034  451  92,841  －  92,841

  (2)セグメント間の内部売上高  15,542  478  41  16,062 ( ) 16,062  －

計   81,898  26,513  492  108,903 ( ) 16,062  92,841

営業費用  79,569  26,477  474  106,521 ( ) 16,113  90,407

営業利益  2,329  35  17  2,382  51  2,434

  アジア 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  36,483     714  74  37,271

Ⅱ 連結売上高（百万円）        92,841

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 39.3  0.7  0.1  40.1
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〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報

が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象とな

っているものであります。 

 当社グループは、電子部品・機器を販売しており、国内においては主に本社が、海外においてはASEAN（東南ア

ジア地区）及びGCHINA（Greater China、中国・香港・台湾地区）に区分し、事業活動を展開しております。 

 従いまして、当社グループは、販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「本社」、

「ASEAN」及び「GCHINA」の３つを報告セグメントとしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失に関する金額 

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日）  

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれないTOMEN ELECTRONICS AMERICA,INC.及び株式会社ピーピ 

     ーエルの事業活動であります。 

２．セグメント利益の調整額93百万円は、主にセグメント間取引消去であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。 

  

 該当事項はありません。  

  

  

  品目別販売実績 

   

  

報告セグメント
その他
（注）１ 
（百万円）

合計
（百万円） 

調整額 
（注）２ 
（百万円） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）３ 
（百万円）

本社
（百万円） 

ASEAN 
（百万円） 

GCHINA 
（百万円）

計
（百万円）

売上高      

外部顧客への売上高  67,073  16,541  24,831  108,445  3,971  112,417  －  112,417

セグメント間の内部 

売上高又は振替高  
 25,430  896  1,156  27,483  940  28,424  (28,424)  －

    計  92,503  17,437  25,988  135,929  4,912  140,841  (28,424)  112,417

 セグメント利益  3,784  120  163  4,069  66  4,135  93  4,229

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

４．補足情報

品目 

前第３四半期連結累計期間 

    （自 平成21年４月１日 

     至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 

       （自 平成22年４月１日 

         至 平成22年12月31日） 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

 半導体  75,227  81.0  82,887  73.7

 情報通信機器及び応用システム  5,703  6.2  12,891  11.5

 その他  11,910  12.8  16,638  14.8

合計  92,841  100.0  112,417  100.0
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